
特定非営利活動法人 プ レー パ ー クせ た が や  役 員 報 酬 規 定

第 1条

理事報酬は、これを無償とする。

第 2条

監事報酬は、これを無償とする。

第 3条

本規定を変更するときは、運営委員会において意見をつのり、これを参考に理事会にて決

定するものとする。

規定策定 2014年 10月 17日



特定非営利活動法人 プレーパークせたがや

給与規程

(趣 旨)
第 1条 この規程は、職員の給与に関し必要な事項を定める。

(給与の構成)

第 2条 給与の構成は次の通りとする。

① 基本給

② 通勤手当

③ 住居手当

④ 扶養手当

⑤ 時間外労働手当

⑥ 休日出勤手当

⑦ 出張手当

(基本給)

第 3条 基本給は、本人の経験、年齢、技能、職務遂行能力等を考慮して、理事会において各人

別に決定する。

(通勤手当)

第 4条 通勤手当は、公共交通機関を利用する場合には通勤に要する実費を支給する。ただし、

支給額は上限を月額 7, 245円 とする。

2 自転車、バイク等を使用する場合には月額 2,415円 を支給する。

(住居手当)

第 5条 自ら居住するため家賃を支払っている職員は、住居手当10, 000円 を支給する。

(扶養手当)

第6条 扶養手当は、次の家族等を扶養する職員に対し支給する。
① 配偶者 5, 000円
② 18歳未満の子 1人につき 5, 000円

③ 父母および祖父母 5, 000円



(時間外労働手当)

第 7条 職員就業規則第 17条に定める時間外労働を行った場合、その勤務 1時間につき、勤務
1時間当りの給与額に 100分の 25を乗じて得た額の時間外労働手当を支給する。

(休日出勤手当)

第 8条 職員就業規則第 18条に定める休日出勤を行った場合、その勤務 1時間につき、勤務 1

時間あたりの給与額に100分の35を乗じて得た休日出勤手当を支給する。

(出張手当)

第 9条 職員就業規則第 19条に定める出張を行った場合、半日あたり1000円 、 1日 あたり

2, 000円 の出張手当を支給する。

(年次有給休暇、特別休暇の給与)

第 10条 年次有給休暇、特別休暇の期間は、所定労働時間労働したときに支払われる通常の給

与を支給する。

2 有給を超える休みについては、 1日 あたりの賃金の 8割を減額する。

(休業・休職期間中の給与)

第 11条 休業・休職期間中の給与については原則として支給しない。ただし、理事会において

支給の必要性が認められた場合はその限りではない。

2 休業・休職期間中の給与について支給が認められた場合の支給額は、基本給に準じて

理事会において決定する。

(私傷病による休暇の期間中の給与)

第 12条 職務外の負傷疾病により欠勤した時は傷病休暇として届け出ることができるものとし、

この場合、連続 3日 までかつ年間合計 10日 までは給与の6割を支給する。

2 私傷病による休暇が連続して4日 以上続く場合、4日 日以降は健康保険の傷病手当金

の給付を受けるものとする。

3 前 2項の規定にかかわらず、理事会において必要が認められた場合には、支給日数の

伸長、支給額の増額、または補償を行うことができる。

4 連続 10日 以上の療養を要する場合には、医師の診断書を提出する。

(給与の計算期間および支払日)

第 13条 給与は毎月末日に締切り、当月 25日 に支払う。ただし、支払日が休日にあたるとき

はその前日に繰り上げて支払う。

2 計算期間中の中途で採用され、または退職した場合の給与は、当該計算期間の所定労

働日数を基準に日割り計算して支払う。



(給与の支払いと控除)

第 14条 給与は職員に対し、通貨で直接その全額を支払う。ただし職員代表との書面協定によ

り、指定する金融機関の口座に振り込むことにより支払うものとする。

2 該当者については、次に掲げるものを給与から控除するものとする。

①源泉所得税

②住民税

③健康保険および厚生年金保険の保険料の被保険者負担分

④雇用保険の保険料の被保険者負担

(昇 給)
第 15条 昇給は、毎年 4 月 1 日をもって、基本給について行うものとする。ただし法人

の業績の著しい低下その他やむを得ない事由がある場合には、この限りではない。

昇給額は、職員の勤務成績を考慮して各人ごとに行う。

(賞 与)
第 16条 賞与は夏季及び年末に支給することがある。
2 前項の賞与の支給条件、支給期日は、そのつど定める

(退職金)

第 17条 勤続 2年以上の職員に対しては、勤続年数に応じて退職金を支給する。

ただし、懲戒解雇されたものには、退職金の全部または一部を支給しないことがある。

退職金は、退職時基本給の2割に勤続年数を乗じた額とする。

(職 免)
第 18条 職員は、勤務時間内であっても職務上必要とされる場合において、所定の手続きによ

り職務専念義務および給与の減額を免除される。

(細 則)
第 19条  この規程の施行に関し、必要な事項がある場合は別途定める。

(規程の変更)

第 20条 この規程を変更する場合は、理事会の議決を経て理事長が決定する。

附 則
1 この規程は、2005年 4月 1日より施行する。

2 この規程は、2006年 11月 28日 一部改定、即日施行する。

3 この規程は、2007年 6月 25日一部改定施行し、2007年 4月 1日 にさかのぼって適

用する。

つ

“

つ

“



4 この規程は、 2008年 4月 1日 一部改定、即日施行する。
5 この規程は、2013年 1月 18日一部改定、即日施行する。
6 この規定は、 2019年 7月 20日 一部改定、即日施行する。
7 この規定は、 2021年 5月 20日 一部改定、即日施行する。



1書式第 17号 (法第 55条関係)

特定非営利活動促進法第 54条第 2項第 3号に定める事項

1 資金に関する事項 [①収益の源泉別の明細、借入金の明細その他の資金に関する事項]
※ 丸数字は、特定非営利活動促進法第 54条第 2項第 3号に定める事項の詳細について規定している特定非営利活動
促進法施行規則第 32条第 1項各号に対応しています。以下同じです。

事 業 年 度 令和 2年 4月 1日～令和 3年 3月 31日法人名 特定非営利活動法人プレーパークせたがや

収 益 源 泉 の 内 訳 金 額

正 員受取会費 1,174,000円

員受取会費 340,755円

一般受取寄付金 2,991,407円

各 団体より寄付 1,810,000円

公共団体補助金 9,935,135円

自主事業収益 9,415,638円

38,007,960円

174円

66,592円

委託事業収益

受取利息

雑収益

他会計から 3,606,110円

円

円

円

円

△
口 計 67,347,771円

(1)収益の源泉別の明細

(2)借 明細

な し

な し

先借 入

円

金    額

円

円

円

円

円計△
ロ

(3)その他



(1)資産の譲渡に係る料金及

貸付けに係 び条件等

貸 付 資 産 の 内 容 料 金 条  件  等

な し 円 な し

(3)役 に る料金及

条  件  等譲 渡 資 産 の 内 容 料 金

660円 正会員向けには 590円書籍 子どもはおとなの育ての親

1,620円 な し書籍 自分の責任で自由に遊ぶ

書籍 遊び場のヒミツ

書籍 プレーパークの宝箱

書籍 よみがえる子どもの輝く笑顔
書籍 プレイワーク子どもの遊びに係る大 人の

自己評価

書籍 乳幼児の野外遊びを育む

1,210円

550円

1,100円

1,080円

1,430円

1,650円

正会員向けには 1,090円

正会員向けには 500円

正会員向けには 990円

な し

正会員向けには 1,290円

正会員向けには 1,490円

書籍 ぷれせたレポート①
な しテキスト 冒険遊び場づくり物語 500円

テキスト 住民活動の組織運営 500円 な し

800円

600円

1,000円

1,000円

な し

正会員向けには 500円

な し

な し

30周年記念手ぬぐい

ぷれせた Tシャツ

世田谷みやげTシャツ

テキスト 子どもの声

条 件
カヒ
デヽ料 金

12,000 H/Hrfi

1,013円ノ時間

セミナー等の講師謝金

書類作成・事務作業等 東京都最低賃金基準時給

本人指名の場合

役 務 の 提 供 の 内 容

4,500 H/Hrfi 本人指名では無い場合セミナー等の講師謝金

基本給51,500円ノ月公園売店 店長業務

ボランティア謝金990円ノ時間公園売店 店舗スタッフ

60,000円 ノ月 基本給事務局長業務

990円ノ時間 ボランティア謝金おでかけ広場スタッフ

1日 4時間以上の勤務1,25α時間プレーパーク等担当職員の業務代行

2 資産の譲渡等の内容に関する事項 [②資産の譲渡等に係る事業の料金、条件その他その内容に関する事項]

取引の内容に関する事項 [③次に掲げる取引先、取引金額その他その内容に関する事項 イ 収益の生ずる取引
及び費用の生ずる取引のそれぞれについて、取引金額の最も多いものから順次その順位を付した場合におけるそれぞれ

第一順位から第五順位までの取引 口 役員等との取引]

3



(1)収益の る取引の上位 5者
(1)収益の生ずる取引の上位5者

(2)費用の生ずる 引の上位 5者

(3)役員、社員、職員若しくは寄附者又はこれらの者の親族等との取引

イ 資産の譲渡 。)

取引先の氏名等
法人との

関  係
住所又は所在地

譲 渡
年月日

譲 渡 価 格 譲渡資産の内容等

R2年 9
1,880円

7 円 )

口 資産の貸付け (金銭の貸付けを含む。)

氏名又は名称 住所又は所在地 取引金額 取 弓1 内 容 等

47,290,095円 開発事業・フ・レーカー事業・家族が病気の子ども、

844,538円 地域交流拠点事業 自販機売上

800,000円 寄付

653,000円 助成金

579,598円 地域交流拠点事業 自販機売上

氏名又は名称 住所又は所在地 取引金額 取 弓1 内 容 等

地域交流拠点事業 仕入れ

地域交流拠点事業 仕入れ

960,863円

835,488円

地域交流拠点事業 仕入れ704,476円

PC購入446,160円

294,343円 通信費

取引先の氏名等
法人との

関  係

貸 付
年月日

対 価 の 額 譲渡資産の内容等住所又は所在地

な し 円 な し



ハ 役務の提供 (施設の利用等を含む。)

取引先の氏名等
法人との

関  係
住所又は所在地

役務の提供

年月日
対 価 の 額 役務提供の内容等

毎 月 921,753円
事務局長手当 ノ職員有給休

暇取得時の業務代理

毎 月 676,875円 車駐車場借用代 ′職員有給休
業務代理

毎月 525,000円 税理士業務

毎 月 372,110円
屋外型子育て支援拠点開発

事業スタッフ

毎 月 161,425円
屋外型子育て支援拠点開発

事業スタッフ

2020年 7月

～20214F3
月

124,011円
遊びの出前事業担当

非常勤プレーワーカー

毎 月 102,689円
事務局業務 。屋外型子育て

支援拠点開発事業講師

氏
ノ0'
■コ 寄 附 金 額 受 領 年 月 日

な し 円

円

円

円

円

4 寄附者に関する事項|[④寄附者 (役員、役員の親族等で、当該法人に対する寄附金の額の事業年度中の合計額が
20万円 で るものに 。)の氏名並びに

に関する事項 [⑤給与 の総数及び当該職員に対する給与の総額に関する事項]

月 日

Ｆ
『
〉

給 与 を 得 た 職 員 の 総 数 左 記 の 職 員 に 対 す る 給 与 総 額

21人 38,630,927円



支出年月日 支出先の名称 所 在 地 寄附の目的等 支出した寄附金額

なし. な し 円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

合   計 円

6 した寄附金に関する事項 [⑥支出した寄附金の額並びにその相 月日]

7 海外への送金等に関する事項 (その金額が200万円以下の場合に限る。)[⑦200万円以下の海外への送
った場合におけるそのし

実  施  日 使 途 金   額

なし.
な し 円

円

円

円

円

円

円

円

円

円



法人名 チェック欄

イ

(注 1)

Cヨニ2)

各欄の人数等は、第3表付表1 昭員の状況」から転記してくださしヽ

③及び⑤について|よ 小数点以下第2位を切り捨てた数値を記載してください。

項  目 最も人数が多

い「剰助暴事」の

グループの人

数

割 合
最も人数が多い「特定の法

人の役員又は使用人であ

る者及びこれらの者の親

族等」のグループの人数

割 合

役員数

(②÷① ④÷①

① ② ③ ④ ⑤
区 分

④
令和2年 4月 1日～令和3年 3

月31日 12人 0人 0% 3人 25.0%

⑮ 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

◎ 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

① 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

◎ 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

① 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

申 請 時
人 人 % 人 %

各社員の表決権が平等である ④ ⑮ ◎ ① ◎ ① 申請時

上記を証する書類の名称とその内容等
はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえいいえ

書式第7号 (法第44条・51条・58条関係)

認定基準等チェック表  (第 3表) 【極藁】

健意口曰

・ 認定基準等チェック表 (第 3ヨ動 は、法第 55条第 1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)の提出時においても配載及び添

付する必要があります.その場合、上記口の記載の必要はありません。

・ 認定の有効期間の更新の申請に当たっては、法第 55条第 1項に基づく書類 G役員報酬規程等提出書類)に配載した事項について、

添付を省略することができます。



ハ

項 目 ④ ⑤ ◎ ① ◎ ① 申請時

会計について公認会計士又は監査法人の監査を受け

ている

はい はい はい はい

いいえ

はい はい

いいえ

はい

いいえいいえ いいえ いいえ

帳簿書類の備付ι九 取引の記録及び帳簿書類の保存

を青色申告法人に準じて行っている

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい はい

いいえいいえ いいえ

項 目 ④ ⑮ ◎ ① ◎ ① 申請時

費途が明らかでない支出がある、帳簿に虚偽の記

載がある等の不適正な経理の有無
有 有 。無 有・無 有・無 有・無 有・無 有。無

第3表 (次鋤

∝憲申ロ

認定の有効期間の更新の申請に当たっては、法第55条第1項目基づく書類 (役員報酬観程等提出配Dに記載した事項について、改
めて配載する必要はありません。

○ 二において、「費途が明らかでないもの」と|よ 法人が費用として支出した金額のうち、その費途を確認することができないも
のをいい、法人が名目に関わらず支出した金銭でその費途が明らかでないものが、これに当たります。 なお、意図的にその支出先を

明らかにしない支出がある場合も、当然に「費途が明らかでないもの」があることになり、認定を受けることはできません。

一
〇

注 意 事 項項    目 記 載 要 領

区分欄の「④～①」の各欄には、実績判定期間の各事業

年度 (又は各年)を記載します。

第3表付表1「役員の状況」を記載して、
「
①」、「②」及

び「④」の各欄に該当する人数を転記します。

該当する一方を「○」で囲みます。

「上記を証する書類の名称とその内容等」欄には、例え

ば、「定款 (又は会貝:D第○条に『各正会員の表決権lよ 平

等なものとする』と規定」のように記載します。

「上記を証する書類の名称とその内容

等」欄には証する書類の内容を文言のと

おりに記載します。

① 「会計について公認会計士又は監査
法人の監査を受けている」の [はい」

二」iCを上上上場:全|に墜!菫:糞i証1盟:董奎i添

付してく_だといL
②l「帳簿書類の備付け、取引の記録及

び根簿書類の保存を青色申告法人に準

じて行っている」Q壁ょい」に Xユ |

上と盪宣|二!主墨屋塑重墜2」堕盤組

イの各欄

口の各欄

ハの各欄 該当する一方を「〇」で囲みます。

なお、「③」から日①」については、イに記載する各期間

(「③」から口①り)を示したもので九

二の各欄 該当する一方を「○」で囲みます。

なお、「④」から輌①」についてlよ イに記載する各期間

(「④」から「①」)を示したものです。



法人名
特定非営利活動法人

プレーパークせたがや
④ ⑮ ◎ ① ◎ 申 請 時

役  員  数 12人 人 人 人 人 人

0人 人 人 人 人 人

3人 人 人 人 人 人

書式第8号 (法第44条・51条・58条関係)

役 員 の 状 況

福島智子 理事

第 3表付表 1

平成 16年

10月 25日

就任

平成 16年

10月 25日

就任

平成 19年

6月 17日

就任令和

2年 6月

13日退任

役 員 の 内 訳

就 任 等 の 状 況

① ◎ 申請時◎
職名 続柄等

③ ⑮
氏   名 住  所 就任・退任

平成 16年

10月 25日

就任

平成 17年

6月 15日

退任

平成 17年

6月 15日

就任

監事

理事

理事

三輪英児

天野秀昭

○

○

○

○

早川直美

理事



登坂真人 理事 平成 16年

10月 25日

就任

○

棟方滋 理事 平成 24年

7月 1日就

任

○

(注意事項)

認定の有効期間の更新の申睛に当たっては、法第 55条第 1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)に記載した事

項について、添付を省略することができます。

監事

○

出雲栄一 平成 16年

2月 25日

就任

平成 25年

6月 22日

就任

平成 28年

7月 1日

就任

平成 30年

7月 1日

就任

人見穣太

昼間友彦 理事

監事

○

○

○

理事

○

○

理事

理事

令和 1年

6月 27日

就任

令和 2年

6月 13日

就任

斎藤何奈

乾 貴子

久野美智子



法 人 名 認定特定非営利活動法人プレーパークせたがや

伝 票 又 は 帳 簿 名 左の帳簿等の形態 記帳の時期 保存期間

現金出納帳 Ex∝1で作成して打ち出 2日おきに 10年間

して、ルーズリーフにて 記帳

保管

預金出納帳 BKcelで作成して打ち出 2日おきに 10年間

して、ルーズリーフにて 記帳

保管

固定資産台帳 固定資産管理ソフトを使 都度計上 10年間

用(JDL社製)し、ルーズリ

―フにて保管

総勘定元帳 会計ソフトを使用(JDL 毎月 10年間

社製)し、ルーズリーフに

て保管

給与台帳 Excelで作成して打ち出 毎月 10年間

して、ルーズリーフにて

保管

書式第9号 (法第44条・51条・58条関係)

帳 簿 組 織 の 状 況 第3表付表2

(記1蘭目D
・ 「伝票又は帳鶏嗜」欄:よ 例えば n晩金出納蜘 、「総勘定河腱l、「経費帳」などのように配載します。
・ 『左の帳簿等の形態」欄は、「3枚複写伝票」、「ルーズリーフ」、嘩罰司朧麟」などのように配載します。
・ 『記帳の時期」欄は、「毎日」、「=週間ごと」のように配載します.
・ 認定の有効期間の更新の申請に当たって:よ 法第55条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)に記載した内容ia変更
がないときは、添付を省略することができます。



法人名 特定非営利活動法人 プレーバークせたがや たック欄

4 事業活動に関して次に掲げる基準に適合していること
イ 宗教活動又国囀鵠舌動等を行っていないこと
口 役員等に対し報酬又は給与の支給に関しで特別の利益を与えないこと、役員等又は役員等が支配する法人
と当法人との間の資産の譲渡等に関して特別の利益を与えないこと、役員等に対し役員の選任その他当法人

の財産の運用及び事業の運営に関して特別の利益を与えないこと、及び営利を目的とした事業を行う者、上

記イの活動を行う者又は特定の公職の候補者若しくは公職にある者に対し寄附を行わないこと

ハ 実績判定期間における事業費の総額のうち特定非営利活動に係る事業費の額の占める割合が80%以上で

あること

二 実績判定期間における受入寄附金総額の70%以上を特定非営利活動の事業資に充てていること

ロ

」 ′
′ /
し /

◎ 申請時◎ ①項 目 ④ ⑮

有 。無有 ①

有 ①

有 ①

有 。無有 。無有 。無 有 。無

有 。無有 。無 有 。無有 。無 有・ 無

有 。無 有 。無有 。無 有 。無 有 ・ 無

宗教の教義を広め、儀式を行い、及

び信者を教化育成する活動

政治上の主義を推進し、支持し、又

はこれに反対する活動

特定の公職の候補者若しくは公職に

ある者又は政党を推薦し、支持し、

又はこれらに反対する活動

項 ④ ⑥ ◎ ① ◎ 申請時

役員の職務の内容、職員に対する給与の支給の状況、当法人とその

活動内容及び事業規模が類似する他の法人の役員に対する報酬の支

給の状況等に照らして、当法人の役員に対する報酬の支給として過

大と認められる報酬の支給その他役員等に対し報酬又は給与の支給

に関して特別の利益の供与の有無

有。① 有。無 有・無 有。無 有。無 有・無

役員等又は役員等が支配する法人に対しその対価の額が当該資産の

その譲渡の時における価額に比して著しく過少と認められる資産の

譲渡その他役員等又は役員等が支配する法人と当法人の間の資産の

譲渡等に関して特別の禾:溢:の供与の有無

有。① 有。無 有・無 有・無 有。無 有・無

役員等に対し役員の選任その他当法人の財産の運用及び事業の運営

に関して特別の利益の供与の有無
有。① 有・無 有。無 有。無 有・無 有。無

営利を目的とした事業を行う者及街 の活動を行う者又は特定の公

職の候補者若しくは公職にある者に対する寄附の有無
有。① 有。無 有・無 有。無 有・無 有。無

書式第10号 (法第44条・51条・58条関係)

認定基準等チェック表  (第 4表) 御 鋤

鮭憲申0
・ 畷淀基準等チェック表 (第 4表)」 は、法第55条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出田澤Dの提出時においても配載

及び添付する必要があります。その慟魚 l瑠定基準等チェック表 第4表 (次葉)い汲び二)」 の記載及び添付の彪1要はありま
せん。

・ 認定の有効期間の更新の申請に当たつては、法第55条第 1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)に記載した事項につい
て、添付を省略することができます.



法人名 特定非営利活動法人 プレーパークせたがや たック欄

5 次に掲げる書類について閲覧の請求があつた場合には、正当な理由がある場合を除きこれをその事
務所において閲覧させること

イ 特定非営利活動促進法第28条に規定する事業報告書等、役員名簿及び定款等
口 各認定基準等|●壼合する旨及び欠格事由に該当しない旨を説明する書類

レ

ヽ
■

，
′ 寄附金を充当す

ホ 収益の明細その他の資金に関する事項、資産の譲渡等に関する事項、寄附金に関する事項その他一定の事項

等を記載した書類

へ 助成の実績並びに

'銚
送金等の金額及び使途並びにその予定日

次に掲げる書類について閲覧の請求があった場合にlよ 正当な理由がある場合を除きこれをそ

の事務所において閲覧させることに同意する。

※閲覧に関する細l謝:1悧レ虜日D等がある場合にlよ その細則 側メ嚇倒D等を添付してくださしヽ

同  意

しない

① 事業報告書等 (事業報告書、財産目録、貸借対照表、活動計算書、年間役員名簿、社員のうち10人以上の者の

氏名及び住所又は居所を記した書iD

② 役員名簿

③l定款等 (定款、認証書の写し、登記事項証明書の写し)

イ

ロ 各認定基準等に適合する旨を説明する書類、欠格事由に該当しない旨を説明する書類

寄附金を充当する予定の具体的な事業の内容を記載した書類

前事業年度の役員報酬又は職員給与の支給に関する規程

次の事項を記載した書類

① 収益の源泉別の明細、借入金の明細その他の資金に関する事項
② 資産の譲渡等に係る事業の料金、条件その他その内容に関する事項

③ 次に掲げる取引に係る取引先、取引金額その他その内容に関する事項
。 収益の生ずる取引及び費用の生ずる取引のそれぞれについて、取引金額の多い上位5者との取引
。 役員、社員、職員若しくは寄附者又はこれらの者の配偶者若しくは三親等以内の親族又はこれらの者と特殊
の関係のある者との取引

④ 寄附者 (役員、役員の配偶者若しくは三親等以内の親族又は役員と特殊の関係のある者で、当該法人に対する

寄附金の額の事業年度中の合計額が20万円以上であるものに限る。)の氏名並びにその寄附金の額及び受領年月

日

⑤ 給与を得た職員の総激及び当該職員に対する給与の総額に関する事項

⑥ 支出した寄附金の額並びにその相手先及び支出年月日

⑦ 海外への送金又は金銭の持出しを行った場合 (その金額が200万円以下の場合に限る。)におけるその金額及び

使途並びにその実施日

ホ

へ 、

① 助成金の支給を行った場合に事後に酷 庁に提出した書類の写し

② 海外への送金又は金銭の持出し(その金額が200万円以下のものを除く。)を行う場合には事前に又は災害に対

する援助等緊急を要する場合には事後に所轄庁に提出した書類の写し

書式第 13号 (法第44条・51条。58条関係)

認定基準等チェック表  (第 5表)

健意申曰

・ 認定基準等チェック表第5表lよ 法第55条第1項に基づく書類 (役員報酬朗程等提出日脅Dの提出時に配載及び添付する必要が
あります。

・ 認定の有効期間の更新の申請に当たっては、添付の必要はありません.



書式第14号 (法第44条・51条・58条関係)

認定基準等チェック表  (第 6、 7、 8表)

法人名 特寇旧卦岬口騰人プレリ1-ク量力や

認定基準等チェック表  (第 6表)

認定基準等チェック表 (第 7表)

認定基準等チェック表  (第 8表)

8 申請書を提出した日を含む事業年度の初日において、その設立の日以後 1年を超える期間が経過し
ていること

た

"欄

事業年度 月 日～ 月 1日 設立年月日 平成 年 月 日

∝意申曰

・ 法第55条第1項に基づく書類 (役員錮酬規程等提出■寿Dの提出時に当たっては、認定基準等チェック表 (第 6表及び第85劫
!よ 配載する必要はありません。

・ 認定の有効期間の更新の申請に当たっては、認に基準等チェック表 (第 6表及び第8表)の配動の必要はありません。また、法
第55条第1項:こ基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)に記載した事項について、改めて記載する必要はありません.

6 28条に規定する事業報告書等及び役員

名簿並びに定款等を同法第29条の規定により所轄庁に提出していること

九勁欄

特定非営利活動促進法第 28条に規定する事業報告書等及び役員名簿並びに定款等の所轄庁への提出の有無

④ ⑮ ◎ ① ◎

有 0無 有 ・ 無 有 鉦 有 毎 有 缶

7 法令又は法令に基づいてする行政庁の処分に違反する事実、偽りその他不正の行為により何らかの利
益を得、又は得ようとした事実その他公益に反する事実がないこと

たック欄

/

法令に違反する事実、偽りその他不正の行為により何らかの利益を得、又は得ようとした事実その他公益に反する

事実の有無

④ ⑮ ◎ ③ ◎ 申 請 時

有・① 有 毎 有 。 無 有 鉦 有 盤 有 0無

○ :驚塑鱗唱チェック表 (第 7表)iよ 法第55条第1項に基づく書類 (役員報酬規層割田出目Da瀬出1時に配載及
び添付する必要があります。



書式第15号 (法第44条・51条。58条関係)

欠格事由チェック表

法人名 特定非営利活動法人プレーパークせたがや チェ

"欄
認定、仮認定又は認定の有効期間の更新の基準にかかわらず、次のいずれかの欠格事由に該当する法人
は認定、仮認定又は認定の有効期間の更新を受けることができません。
1 役員のうちに、次のいずれかに該当する者がある場合
イ 認定特定非営利活動法人が認定を取り消された場合又は仮認定特定非営利活動法人が仮認定を取り消された場
合において、その取消しの原因となつた事実があった日以前1年内に当該認定特定非営利活動法人又は当該仮認定
特定非営利活動法人のその業務を行う理事であった者でその取消しの日から5年を経過しないもの
回 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わつた日又はその執行を受けることがなくなつた日から5年を経過しな
い者
ハ 特定非営利活動促進法若しくは暴力団員不当行為防止法に違反したことにより、若しくは鵬去2“条等餞蒻嘔

1)

若しくは暴力行為等処罰法の罪を犯したことにより、又は国税若しくは地方税に関する法律に違反したことによ
り、罰金刑に処せられ、その執行が終わつた日又はその執行を受けることがなくなった日から5年を経過しない者
二 暴力団の構成員等●田頭

2)

2 認定又は仮認定を取り消されその取消しの日から5年を経過しない法人
3 定款又は事業計画書の内容が法令等に違反している法人
4 国税又は地方税の滞納処分の執行がされているもの又は当該滞納処分の終了の日から3年を経過しない法人 (認

=、

亜壼駐墾型望壁璽濫園幽胆EE塾國」田堅担聾墨』駐璽盟盤壁輩艶四聖」宝壁コ1主国堕囲匡里菫二量2■上並び二
園堕墨劃剛輩醒墾ιび市区旦」回丘⊇塑遠位壁堂堕生』豊幽堕四主主コ図磁塾菫堕幽匡里壁理匙⊇塑豊艶璽生塾≧ムL墜立)。
5 国税に係る重加算税又は地方税に係る重加算金を課された日から3年を経過しない法人
6 次のいずれかに該当する法人
イ 暴力団
口 暴力団又は暴力国の構成員等の統制下にある法人

役員のうち、次のいリツ
´

"ヽ

に該当する者の有無

認定特定非営利活動法人が認定を取り消された場合又は仮認定特定非営利活動法人力叛認定を取

り消された場合において、その取消しの原因となった事実があった日以前 1年内に当該認定特定非

営利活動法人又は当該仮認定特定非営禾l括動法人のその業務を行う理事であった者でその取消し

の日から5年を経過しない者の有無

有。①

禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わった日又はその執行を受けることがなくなった日から5

年を経過しない者の有無
有。①

特定非営利活動促進法若しくは暴力団員による不当行為防止法に違反したことにより、若しくは刑

法第 204条等若しくは暴力行為等処罰法の罪を犯したことにより、又は国税若しくは地方税に関す

る法律に違反したことにより、罰金刑に処せられ、その執行が終わった日又はその執行を受けるこ

とがなくなった日から5年を経過しない者の有無

有。①

暴力団の構成員等の有無 有。①

，

“ 認定又は仮認定を取り消されその取消しの日から5年を経過しない法人 は い ・

う
０ 定款又は事業計画書の内容が法令等に違反している法人 はいく

=ヨ
)

4 国税又は地方税の滞納処分の執行がされているもの又は当該滞納処分の終了の日から3年を経過

しない法人

はい

測
薇

認定、仮認定又は認定の有効期間の更新の申請時に、上聾生!二饉登二匠」菫□國堕量量笠型量」LLと望壁と整墾延塑奎

_童璽≧生』週型留日國

`麺

闘1盤廻E墾墨E童型堕コL塾堅重」堕□墾≧壁」量」理L塑

`量

E墨登!観回理型墨壁盤
=と
__

(注 1)その他の事務所がある場合は、その他の事務所所在の滞納処分に係る納税証明書も添付すること

(注 2)役員報酬規程等提出書には添付不要

′
０ 次のいずれかに該当する法人

暴力団 はいくコヽわ
暴力団又は暴力団の構成員等の統制下にある法人 はい。くユ金)

はい しヽ
ｒ
Ｄ 国税に係る重加算税又は地方税に係る重加算金を課された日から3年を経過しない法人

1

レ/


